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　種苗法が改正されようとしています。
　種苗法とは、1978年に制定された法律で、タネと苗(コ
メ・大豆・麦・果物・野菜・草花)の開発者の知的財産権を守
る法律です。
　農水省は今回の改正を「種子開発者の権利を守るため
の改正である」としていますが、これはあくまでも建前であっ
て、法改正の本来の目的は違います。結論から言うと、バイ
エル（モンサント）、デュポン、シンジェンタなどのグローバル
バイオメーカーの種子ビジネス拡大ための法改正です。

　本当に国内の種子とその開発者の権利を守りたいので
あれば、べつに種苗法を改正しなくても可能です。そもそ
も今の日本政府に「国内の種子を守ろう」などという気は
さらさらありません。現に政府は、国内の安価で優良な種
子を守るための法律であった「種子法」を2018年に廃止
し、同時に制定された農業競争力強化支援法では、それま
で行政に蓄積されてきた種子開発の知見を民間企業に開
放できるようになっており、そこに外資規制はありません。
つまり、種子法廃止がホップで、農業競争力強化支援法が
スッテプで、種苗法改正でジャンプなのです。こうしたホッ
プ、ステップ、ジャンプによって私たち日本国民の食の安全
が犠牲にされるわけです。

　
　バイエル（モンサント）、デュポン、シンジェンタなどのグ
ローバルバイオメーカーが生産するのは、遺伝子組み換
えやゲノム編集の作物です。それらを日本のマーケットで
普及拡大し、彼らの利益を最大化するために邪魔になる
のが、「種子法」であり、「種苗法」であり、支援するのが「農
業競争力強化支援法」ということです。種苗法が改正され
ることで、まず日本の農家に実害が及びます。例え在来種
であっても登録品種と特性表で似ていると認定されると、
その「種取り」をした日本の農家はバイオメーカーの権利
を侵害したと認定され賠償金を支払わなければなりません。
　ついには、グローバルバイオメーカーによる種子メーカ
の寡占化が進み、私たち日本国民は未だ科学的な安全性
が確認されていない「遺伝子組み換え」や「ゲノム編集」の
作物を食さなければ生きていけないという状況に追い込
まれるわけです。ただし、これは陰謀論ではありません。た
んなるビジネス・モデルの話しです。

令和2年第4回市議会定例会
（一般質問）議会報告

行政は歳出が先、家計は歳出が後。

誤解を招く！？

食を脅かす！？

狙われる日本のタネ！

三宅隆介 質問
農水省が作成している「種取りＮＧリスト」が水面下で拡大

していると仄聞しているが、そのことは承知されているか？

経済労働局長 答弁
規制対象となる植物については、農水省が、種苗の確保や
農業経営を著しく圧迫するような種苗購入費の増大の可能性
等について随時検討すると伺っております。

これまでは、リストの一部だけが禁止だったのを改正案
では全てを許諾が必要、即ち自家増殖禁止にしようとし
ています。今後、登録品種のものが売れるようになると、
国内の生産のうち、登録品種のほうが割合として多くな
ることは十分にあり得ます。だとすれば、農家にとっては、
自家増殖することがとても高いハードルとなり、農家の経
営を圧迫することになります。

三宅の視点/隆介の発想

毎年、高いタネを買わされる !?

詳しい内容はYou Tubeでも！

犠牲にされる国民の「食」と「農」

「財政読本」
Title1 2～3面

遺伝子組み換え作物・ゲノム編集作物
を食さねば生きられない日本へ

「種苗法改正」

コロナ騒動の裏で進む「種苗法」の改正

Title2 4面

With Ryusuke

With Ryusuke

Title2
With Ryusuke

誰のための法改正！？

種苗法の改正を急ぐ日本政府

行財政と家計簿は違う！

食の安全を守れ！

三宅隆介 質問
種苗法改正案では、「特性表」で登録品種の特性と似ている

と推定されるだけで権利侵害と認定できることになっている。
　例えば在来種であっても登録品種と特性表で似ていると認
定されると権利侵害とされてしまうこともありえるのか？

経済労働局長 答弁
品種登録されるためには、在来種と明らかな違いがみられ

る場合のみ登録されるため、権利を侵害していると判断される
ことはないと伺っています。

客観基準なき「特性表」審査

答弁によれば「侵害の心配はない」とのことですが、こ
れは農水省見解のコピペ答弁です。
グローバルバイオメーカーでは、在来種などの、もとも
とある品種に新たな特性を付与して登録品種とするケー
スが多々あります。
また、登録品種には、登録時に在来種に似ているかどう
かという観点では審査はされず、申請した特定の性質が
これまでにない特性、あるいは安定的に発現するかなど
で決まるのであり、登録品種なのかどうかは人間が「特性
表」を見て肉眼で判断します。そのとき、登録品種なのか
どうかを誰が見てもすぐにわかるという客観的な基準と
いうものはありません。
ゆえに危険なのです。

三宅の視点/隆介の発想
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川崎市財政局作成『財政読本』より

川崎市財政局作成『財政読本』より

本来、こうした副読本を製作するのであれば、「財政」と「家計簿」のちがい、ある
いは租税の目的、地方財政制度の複雑さなど、経済財政に関わる本質的な問題
点について詳しく解説すべきです。
残念ながら現在の『財政読本』は、財政をあえて家計簿に置き換えることで、
市民に対して「川崎市の台所事情はこんなにも苦しいんですよ。だから、あま
り行政にオネダリしないでね」と喧伝するための政治広告となっています。
何度でも言おう「財政と家計簿は違う！」

・行財政と家計簿を同列に論じてはならない！
・行政は歳出が先で歳入が後！
・租税は財源確保の手段ではない！

Title1
With Ryusuke

私は、去る6月定例会の一般質問に立ち、川崎
市財政局が市民向けに発行している『財政読
本』という冊子について、何点かの指摘をさせ
て頂きました。
財政局によれば、この『財政読本』は川崎市の
財政状況を市民に解りやすく說明することを
目的に作成されたもの、とされていますが…
よく内容を読むと市民に誤解を与えかねない
表現や表記があります。
以下、質疑内容について概略をご紹介します。

行財政は「家計簿」ではない！

本来は「歳入見込み」とするべき

行政は、歳出が先！ 歳入は後！

　この財政読本には、「市の財政を家計簿に置き換えてみる
と…」という頁があり、なにやら財政当局が「こんなにやりくり
が大変なのだから、市民の皆さんもっと緊縮させてください」
と言わんばかりの語調です。
　そもそも、家計簿と行政の財政はその性質は全く異なります。
　例えば、家計には徴税権もなければ、毎年のように借り換
え債を発行することなども不可能です。
　あるいは自治体が事業主体となる公共インフラ財源の半
分は国の負担であるという事実、また自治体負担分の約９割
が起債で賄われ、しかもその半分は借り換えが可能であるこ
となどについても、多くの市民はご存じないことでしょう。
　しかしながら、この『財政読本』にはそうした補足説明は一
切ありません。

租税は財源確保の手段ではない！
　前述のとおり、地方自治体のみならず、国家予算も同様
に、歳出が先であって、歳入が後です。
　国家予算の場合には、年度初めに国庫短期証券（短期国
債）を発行することで資金を調達し、それにより歳出していま
す。確定申告は年度末に行われますので国庫に入ってくる税
収が確定するのは後からです。
　なぜなら、租税は財源確保の手段ではないからです。
　そもそも通貨発行権を有する政府には、財政制約など存
在しない。ではなぜ、政府は税を徴収するのか？
　…この問に答えられない人は、政治行政に携わるべきで
はない。政府が租税を徴収するのは税源を確保するためで
はなく、様々な経済調整を必要とするためです。調整とは主
としてインフレ率の調整であり、ほか、所得格差の是正、好景
気・不景気時のスタビライザー（安定化）機能、政策誘導の
ための課税等です。
　『現代貨幣理論』の代表的論者であるL・ランダル・レイが
指摘しているように「正常なケースは、政府が財政赤字を運
営していること、即ち税によって徴税する以上の通貨を供給
していること」なのです。
　「財政支出＞税収」でないと通貨は民間に供給されません。
　今の日本は…
　「財政支出＜税収」となっており、即ち地方自治体を含め
政府が黒字化を目指しているために、民間部門（企業・家計）
におカネがまわらないのです。

　表紙をめくると1頁目の冒頭に「入ってくるお金で予算を組
み、それを市の仕事としてお金を使っている」ことを説明する
図があります。図は、それを時系列でみせ、まず先に歳入があ
り、そのうえで予算を編成し歳出していることになっています。
　これは明らかな嘘です。
　国であれ、自治体であれ、行政は歳出が先でなのであって、
歳入は後です。これをスペンディングファーストと言います。
　確かに行政はその年の歳入でもって、その年の歳出を賄う
のですが、会計年度がはじまるのは、毎年4月1日からです。そ
の時点では税収（歳入）はゼロです。なにせ確定申告は年度
末ですので、行政は年度末の歳入見込みをもとに予算を編成
し支出しています。
　例えば、去る3月に可決成立した川崎市の令和2年度予算
案の第4条に「一時借入金 500億円」という条項があります。
これは、歳入が後であるがために、最高額で500億円までは
一時的な借り入れを起こして支出していいですよ、という条項
です。もしも歳入が先にあるのなら、このような条項は不要です。
　繰り返します。 行政は、歳出が先であって、歳入が後なので
す。逆に家計は、歳入が先であって、歳出が後となります。

川崎市財政局が発行する『財政読本』に異議あり！

Point
川崎市の「緊縮プロパガンダ」毒本（読本）

※

※ 特定の主義・思想についての政治的宣伝。" 市民よ、騙されるな "


